
39

Journal of International Cooperation Studies, Vol.24, No.2（2017.1）

Ⅰ．はじめに

　一国の経済発展の背後には，農業主体経済

から工業・サービス業主体経済への産業構造

変化がみられる。農業部門と工業部門の違い

の一つに，前者が生産において土地の使用が

不可欠であることから農村部に立地すること

が多いのに対し，後者は資本集約的かつ集積

の経済が働きやすいという点から工業地帯等

の都市部に立地することが多いことがあげら

れる。そのため，産業構造変化が引き起こす

急速な工業化は，急速な都市化を生じさせて

いる。こうした工業化と都市化は同時に，都

市部において多大な失業者の発生もしくはイ

ンフォーマル部門の出現という問題をしばし

ば引き起こしている。それでは，なぜ，人々

は失業者になる可能性があるにもかかわら

ず，都市へ移動しようとするのか？

　このような問いに対し Harris and Todaro

（1970）は，2 部門 2 地域モデルを用いて都

市失業の発生要因と様々な経済政策が都市失

業に与える効果を考察した。このモデルの特

色は，都市部の賃金水準が農村部の賃金水準

に比べ，高くかつ硬直的であると仮定したこ

とにある。そのため，労働者は都市部の高賃

金を求めて農村から都市へと移動する。しか

し，都市部賃金の硬直性が労働需要を制限す

るため，都市居住者が全て雇用されることは

なく，労働市場では農村部の賃金水準と都

市部の期待賃金が等しくなるまで労働移動

が生じ，都市失業が発生する。この Harris 

and Todaro（1970）を端緒とするモデルは

Harris-Todaro モデルと呼ばれ，その結論の

要素蓄積，技術進歩と
都市失業 
－ Harris-Todaro モデル
による分析－

竹内　信行 *

＊ 神戸大学大学院国際協力研究科助教



40 国　際　協　力　論　集　　第 24 巻  第 2 号

明解さと拡張性の高さから多くの研究者の関

心を惹き，議論が深められてきた。

　そうした研究のテーマの 1 つに，Harris-

Todaro 経済において経済成長はどのよう

な効果をもたらすのか，に焦点をあてた

研 究 が あ る（Corden and Findlay, 1975； 

Beladi and Naqvi, 1988； Beladi, 1990； Choi 

and Yu, 1992, 2006, 2010； Yabuuchi, 1998； 

Fields, 2005； Temple, 2005 など）。これらの

研究では，経済成長の原動力である要素蓄積

や技術進歩が Harris-Todaro 経済に与える効

果を比較静学分析によって考察している。こ

のようなアプローチにおける関心は，おお

まかに言えば次の 2 つの点に絞られる。1 つ

は，経済成長が都市失業や地域間の賃金格差

を解消させるのか，という点である。例え

ば，Fields（2005） や Temple（2005） は 経

済成長による都市失業者数や賃金水準の変化

を調べた上で，どのようなタイプの経済成長

が国内の不平等度を改善もしくは悪化させる

のかを分析している。2 つ目の関心は，経済

厚生への影響である。Harris-Todaro モデル

は都市部での硬直的な賃金を仮定している

が，これは部門間での最適資源配分を妨げる

一種の歪み（distortion）になっている。一方，

Bhagwati（1968）や Johonson（1967）は小

国開放経済の枠組みを用いて，歪みが存在す

る経済では経済成長（経済規模の拡大）が経

済厚生を悪化させるという，窮乏化成長が発

生することを示している。そのため，歪みが

内在する Harris-Todaro 経済においても窮乏

化成長が生じると予測されるが，実際には

Corden and Findlay（1975）が示したように

経済成長は経済厚生を高める。こうした伝統

的貿易論で得られた知見との違いから，様々

なタイプの Harris-Todaro モデルにおいて，

窮乏化成長が発生するか否かの確認と，その

メカニズムの解明は，理論的な関心の的と

なってきた。

　このような研究背景を踏まえた上で，本稿

の目的は，Harris-Todaro モデルにおける経

済成長要素と都市失業の関係について，これ

までの議論を再検討し，得られた知見を整理

することである。こうした目的を持ったサー

ベイ論文はすでにいくつか存在しており，例

え ば 薮 内（1998） は Harris-Todaro モ デ ル

の様々な展開について明解にまとめている1。

これまでのサーベイ論文と比べ，本稿の特徴

は以下の諸点である。第 1 に，比較静学分析

において，都市失業率や都市失業者数，経済

厚生だけではなく，より広範な内生変数に関

してもその変化を計算していることである。

そのため，本稿は先行研究の議論を補填し，

経済成長要素が Harris-Todaro 経済に与える

効果とそのメカニズムの詳細な解説を提供し

ている。第 2 に，これまで別々に議論される

ことが多かった「特殊要素モデル」と「一般

要素モデル」を同時に扱い，両モデルから得

られる結論を併せることで，経済成長が短期

から長期にかけて都市失業に与える影響を考

察している点である。第 3 に，技術進歩に関

するより深い考察の提示である。これまでの

研究では，技術進歩の効果を図解による考察

か，ヒックス中立的技術進歩に限ったモデル
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式による証明か，のいずれかのアプローチに

よって分析している。そこで本稿では，中立

的技術進歩に限らず，より一般的な形式での

技術進歩を想定し，その都市失業に与える効

果を数式により厳密に分析した。第 4 に，一

般要素タイプの Harris-Todaro モデルにおい

て要素蓄積が引き起こす“逆説的”な都市失

業への効果が，農業部門への収穫逓減性を仮

定することで，部分的に修正できることを示

した点である。一般要素モデルによる“逆説

的”な結論については，すでに多くの議論

がなされており，土地の導入によって逆説

性が部分的に解消されることが示されてき

た（Beladi and Naqvi, 1988； Beladi, 1990； 

Yabuuchi, 1998）。本稿ではこうした方法が

単に収穫逓減性を仮定したことと同値である

ことを示す。

　本稿の構成は次のとおりである。次章で

は，Harris-Todaro モデルの基本的な構造や

「特殊要素モデル」と「一般要素モデル」の

違いについて解説する。そして，Ⅲ章におい

て本稿で行う比較静学分析の解説とその準備

を行う。Ⅳ章では，実際に各経済成長要素が

Harris-Todaro 経済に与える効果を分析し，

そのメカニズムを解説する。Ⅴ章では，農業

部門の生産技術に，規模に関する収穫逓減性

を考慮し，要素蓄積が経済に与える効果につ

いて再検討する。最後に，Ⅵ章においてⅣ，

Ⅴ章で得られた分析結果を総括し，モデルの

限界と今後の課題について述べる。

Ⅱ．Harris-Todaro モデルの基本構造

1．モデルの構造とHarris-Todaro 条件

　この節では，標準的な Harris-Todaro モデ

ルの構造とモデル内で都市失業が発生するメ

カニズムを解説する。また，本稿を通して分

析される当該国は，小国開放経済下にあると

想定する2。ここで小国とは，「当該国の経済

活動が世界経済の経済変数に何ら影響を与え

ないほど，十分に小さい経済」と定義される。

この想定に基づき，本稿では工業財をニュ

メレール財とした時の農業財価格（ ）が，

国際市場での財取引の結果，当該国に外生的

に与えられているとする。

　当該国経済は，農村と都市の 2 つの異なる

地域から構成されているとする。両地域では

それぞれ異なる財を生産しており，農村では

農業財（ ）を，都市部では工業財（ ）が，

ともに労働と資本を用いて生産されていると

する。便宜上，以下では農村と農業部門（

部門），都市と工業部門（ 部門）を同義と

して扱う。今，各部門（すなわち各地域）の

生産関数が

  （1）

  （2）

と表されているとしよう。ここで と はそ

れぞれ第 部門 の生産に用い

られる労働と資本の量を表し， と はそれ

ぞれ農業部門と工業部門の生産性，もしく

は技術水準を表している。上記の各生産関

数 は，各投入要素に関して正の限界生産

性を持つ，凹かつ強い意味での準凹関数で

あるとする。さらに，当面の分析では，各
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部門の生産技術は規模に関して収穫一定的

であるとし， が労働と資本に関する一次

同次関数であると仮定する。つまり，一次

偏 導 関 数 を , ,  

, 二次偏導関 

数 を と 表 記 す る と，

, , , , , 

が成立する。こうした生産技術

に関する仮定は，一見，標準的な新古典派的

生産関数の性質に見受けられるが，後述の分

析結果を導出する上で極めて重要な要因とな

る。また，上記の仮定から得られる様々な生

産関数の性質については，付論 A にまとめる。

　上記のような生産技術の下，各地域での利

潤最大化行動から各部門での限界生産物価値

と要素価格は等しくなる。つまり，各部門の

名目賃金を ，名目資本レンタルを で表

すことにすると，以下の 4 式が成立する。

　  （3）

　  （4）

　  （5）

　  （6）

　さて，Harris-Todaro モデルは，工業部門

の賃金決定について特殊な仮定をおくこと

を特色としている。一般的な新古典派的 2 部

門モデルでは，労働市場における弾力的な賃

金を想定している。そのため，労働者がより

高い賃金を求めて部門間を自由に移動した結

果，均衡では部門間の賃金率が等しくなるよ

うに賃金率が決定され，同時に完全雇用が

達成される。一方，Harris-Todaro モデルで

は，工業部門（都市部）の賃金水準が政治

的または制度的な理由から農業部門（農村）

で決定される賃金水準より高い

で硬直的である，と想定している3。そのた

め，農村労働者はより高い都市部の賃金に魅

かれて都市部へと移動するが，同時に工業部

門の賃金の硬直性が都市部での労働需要を制

限するため，都市失業が発生する。一般的な

Harris-Todaro モデルでは，こうした労働移

動は農村部の名目賃金と都市部の期待名目賃

金が一致するまで生じると想定している4。

　 今，Harris and Todaro（1970） に 従 い， 

都市部での就業確率が単純に労働需要（ ）

と都市部の労働力人口 の比で表

されるとしよう。ここで は都市失業者

数を表す。すると，都市部の期待賃金は

となる5。したがって，労働

配分の条件は

  （7）

と表される。（7）式で表される労働移動に関

する条件は，しばしば Harris-Todaro 条件と

呼ばれる。

2．2つのタイプのHarris-Todaro モデル

　モデルを閉じるには，生産要素の賦存量と

資本の配分に関する条件を定式化すればよ
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い。まず労働賦存量については，国全体の労

働賦存量を とすると

  （8）

を満たさなければならない。

　次に，資本の部門間配分について定式化す

る。これまで様々に拡張されてきた Harris-

Todaro モデルは，資本に対する見方に関し

て「資本を部門特殊要素とするタイプ（特殊

要素モデル）」と「資本を一般要素とし，部

門間を自由に移動できるとするタイプ（一般

要素モデル）」の 2 つに分類することができ

る6。一般に，労働者は資本に比べて容易に

地域間を移動できると考えられる。他方，資

本は一度，その地域に工場や生産設備として

設置されると，たとえ地域間で資本レンタル

に差異が生じていたとしても，容易に地域間

を移動して設置しなおすことはできない。こ

うした考察から，特殊要素モデルは比較的短

期の経済活動を描写しており，一般要素モデ

ルは資本が移動可能となるより長期の経済

活動を描写しているとみなすことができる。

そこで，本稿では，経済成長要因が Harris-

Todaro 経済に与える短期的な効果を特殊要

素モデルによって，長期の効果を一般要素モ

デルによって，それぞれ検証していくことに

する。

　まず，特殊要素モデルでは，各部門に配分

されている部門特殊資本の賦存量は外生的に

与えられているとする。つまり

  （9）（10）

となる。ここで，特殊要素モデルでは，資本

の配分が固定化されているため，（5）式と（6）

式から決定される名目資本レンタルは部門間

で等しくなるとは限らない点に注意したい。

　次に，一般要素モデルでは，資本はより高

い資本レンタルを求めて部門間を自由に移動

できる。その結果，均衡では両部門の名目資

本レンタルは一致する。つまり，一般要素モ

デルでの資本の配分は

  （11）

  （12）

と定式化することができる。ここで は両部

門で等しくなる名目資本レンタルを， は国

全体の資本賦存量を表す。最後に，特殊要素

モデルと一般要素モデルの概要は表 1 のよう

にまとめられる。

3．都市失業率と経済厚生

　Ⅰ章でも述べたように，本稿の目的は，前

項で示されたような経済において要素蓄積や

技術進歩といった経済成長要因が都市失業や

諸経済変数に与える効果を検証することであ

る。具体的には比較静学分析を用いて，要

素賦存量（ ）や技術水準（ ，

）の外生的な変化によって引き起こされ

る各内生変数の変化を考察する。さらに本稿

では，内生変数に加えて「都市失業率」と「経

済厚生」という 2 つの変数に関しても成長効

果を考察する。

　まず，都市失業率（ ）は，都市労働人口

に対する都市失業者数（ ）の

割合で定義される。それは（7）式を用いると，

次のように変形できる。
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 （13）

（13）式から標準的な Harris-Todaro モデル

では，都市失業率が地域間の名目賃金比率

（ ）のみによって決定されていること

がわかる。さらに， が硬直的であること

から，農村部名目賃金（ ）の上昇（下落）

と都市失業率の低下（上昇）は同義である。

　次に経済厚生については，本稿では関税な

どの財価格に関する歪みのない状況下での小

国開放経済を想定しているため，国全体の経

済厚生は GDP（総生産額）によって測るこ

とができる。GDP は

と定義される。

Ⅲ．経済成長要素に関する比較静学分析

1．特殊要素モデルでの比較静学分析

　特殊要素の賦存量である（9）（10）式を各式

に代入すると，特殊要素モデル（短期モデル）

は（3）（4）（7）（8）式からなる体系と残りの（1）

（2）（5）（6）式に分離できる。つまり，前者の

4 式から , , , が定まり，それら

を基に残りの各式からその他の内生変数が定

まる。本稿で想定する生産技術の下では，前

者 4 式を満たす解は一意に存在し，その決定

の様子は Coden and Findlay（1975）によっ

て明解に図式化されている。

　経済成長の効果を分析するために，まず

（3）（4）（7）（8）式を各内生変数と経済成長要

素（ , , , , ）について全微分し，

まとめると

表 1　特殊要素モデルと一般要素モデル
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（14）

が得られる7。ここで（14）式の係数行列式は

　  （15）

となる。

　また，その他の内生変数の変化については，

（14）式を解いて得られた値を以下の各式に代

入することで求められる。

 
（16）

な お， 特 殊 要 素 モ デ ル で は ，

である。

2．一般要素モデルでの比較静学分析

　次に一般要素モデル（長期モデル）を用い

て比較静学分析を行う。（11）式に（5）（6）式を

代入すると，

　  （17）

が得られる。すると，一般要素モデルでは，

まず（3）（4）（7）（8）（12）（17）式からなる体系か

ら が定まることがわ

かる。生産関数に関する仮定から，この体系

を満たす解は一意に存在する。そして，これ

らを基に（1）（2）（3）式から残りの内生変数で

ある が定まる。このようなモデル

の構造を踏まえ，まず前者の体系を用いて経

済成長要素 に関する比較静学

を行い，その後，得られた値を（16）式に代入

することで経済成長の各経済変数に与える影

響を検証する。なお，一般要素モデルでは（16）

式のうち，経済厚生（GDP）の変化は（5）（6）

（11）（12）式を順に代入することで

　

と変形できる。

　まず，（3）（4）（7）（8）（12）（17）式を全微分し，

まとめると

（18）

が得られる。ここで（18）式の係数行列式は
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となる。一般に，この行列式の符号は確定し

ない。しかし，均衡の安定性を保証するため

の条件（付論 B を参照）である

 　　　 または

 

（19）

の成立を認めれば，生産関数が凹であること

とあわせると は正となる。また，生産関

数が一次同次であることを利用すれば，係数

行列式はさらに

と変形することができる。なお，上式におい

て である。ここで，

両部門の生産関数が一次同次である時の均衡

の安定条件である Khan-Neary 条件

  （20）

が成立しているならば，やはり は正とな

る（付論 B を参照）。

Ⅳ．分析結果の解釈

　この節では，比較静学分析の結果に基づい

て，経済成長が Harris-Todaro 経済に与える

影響を，資本蓄積，人口増加，技術進歩の順

で検証する。とりわけ本稿では，都市失業

率（農村部賃金），都市失業者数，経済厚生

（GDP）の変化に分析の関心をおくことにす

る。なお，以下の議論では，スペースの都合上，

これらの内生変数に関する比較静学分析の計

算結果については明記するが，その他の計算

結果については適宜，表 2 ～ 6 および付論 C

を参照されたい。また，以下で得られる命題

のいくつかは様々な先行研究で既に検証され

てきた結論を多分に含む。それらについては，

適宜，注にて紹介していくことにする。

1．資本蓄積の効果

短期の効果

　資本蓄積の短期的な効果について検証して

みよう8。この時，短期における資本は部門

特殊的であると想定しているため，資本蓄積

は「それがどちらの地域（部門）で生じたか？」

によって異なる効果をもたらす可能性がある

ことに注意したい。まず，農村部賃金（ ）

と都市失業率（ ）の変化については，（14）

式と（13）式から資本蓄積の発生地域ごとにそ

れぞれ次のように算出できる。

 （21）
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 （22）

（21）式と（22）式から資本蓄積は短期におい

て，それがどちらの地域で発生したかに関係

なく，農村部賃金の上昇と都市失業率の低下

を引き起こすことがわかる。しかし，そのメ

カニズムは発生地域によって異なることに注

意しなければならない。農村部で資本蓄積が

生じた場合，農業部門では労働の限界生産性

が上昇するため，農村部賃金は上昇する。一

方，こうした資本蓄積は，都市部での雇用量

と賃金水準には影響を及ぼさない。その結果，

都市失業者はより高い賃金を求めて農村へと

移動し，都市失業率が低下する。実際に，比

較静学から , が

得られる。一方，都市部で資本蓄積が生じた

場合，硬直的な賃金下での工業部門の雇用量

は増大する。それは都市部での就業確率の上

昇を通じて都市部の期待賃金を上昇させ，農

村から都市への労働移動を発生させる。この

時，農村では労働者の退出にともない，労

働の限界生産性が上昇するため，農村部賃

金は上昇する（そして，都市失業率も低下

する）。こうした動きは，比較静学における

, から確認する

ことができる。つまり，農村部での資本蓄積

は，農業生産性の向上による農村部賃金の上

昇と，それに呼応した都市から農村への労働

移動を通じて，都市失業率の低下を引き起こ

す。それに対し，都市部での資本蓄積は，都

市の雇用者数の増大と農村からの労働者の流

出を生じさせ，その結果，農村部賃金の上昇

と都市失業率の低下を引き起こす。

　こうした賃金上昇と失業率低下のメカニズ

ムの違いから，都市失業者数の変化について

は，資本蓄積の発生地によって以下のような

異なる結果が得られる。

　  （23）

 （24）

農村での資本蓄積は都市失業者を減少させる

のに対し，都市での資本蓄積の都市失業者数

への効果は一意に定まらない。農村での資本

蓄積は，既述のように都市雇用者数を一定の

ままに農業部門による都市失業者の吸収を生

じさせるため，確実に都市失業者数を減少さ

せる。一方，都市での資本蓄積は，「都市部

での雇用の増加」と「都市への労働移動」を

同時に発生させるため，都市失業者数の変化

は両者の大小関係に依存する。その際，重要

になるのが，農業労働者数の減少による農村

部賃金の上昇率である。実際，（24）式におい

て， は農業労働者の減少による賃金

の上昇分を表している。 が十分に大

きい時は，農業部門の賃金上昇率は大きく，

都市への労働移動が抑えられるため，都市失

業者数は減少する。逆に， が十分に

小さい時は，農業部門の賃金上昇率は小さく，

都市への労働移動量が雇用増を上回ってしま

うため，都市失業者数は増加する9。
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　最後に，各部門の生産量と経済厚生（GDP）

の変化について確認してみよう。労働配分の

分析から，農村での資本蓄積は，農業生産

の拡大を引き起こすが，工業生産には影響

を与えない 。

その結果，経済厚生は向上することがわか

る。一方，都市での資本蓄積は，工業生産の

拡大と農業生産の縮小を同時に引き起こす

ため，経済

厚生に関する効果はただちにはわからない。

しかし，実際に経済厚生の変化を計算すると

次式が得られる。

　  （25）

　  （26）

つまり，短期において資本蓄積は，それがど

ちらの地域で生じても GDP を増加させ，経

済厚生を高める。ただし，既述のように各生

産量に与える効果については資本蓄積の発生

場所によって異なることに注意しなければな

らない。

　ここまでの短期における資本蓄積の効果を

まとめると，次の命題が得られる。

命題 1（短期における資本蓄積の効果）10

　資本蓄積は短期において，

　　-   資本蓄積の発生場所に関係なく，都市

失業率を低下させる

　　-   農村での資本蓄積が都市失業者数を減

少させるのに対し，都市でのそれが都

市失業者数に与える影響は農村部賃金

の変化の具合に依存しており，一意に

は決まらない

　　-   資本蓄積が発生した部門の生産量を拡

大させる。他方の部門の生産量につい

ては，農村での資本蓄積が工業生産に

影響を与えないのに対し，都市での資

本蓄積は農業生産の縮小を引き起こす

　　-   資本蓄積の発生場所に関係なく，経済

厚生を高める

長期の効果

　次に，一般要素モデルを用いて長期におけ

る資本蓄積の効果を検証してみよう。まず，

農村部賃金と都市失業率の変化は以下のよう

に算出される。

  （27）

（27）式から，長期において資本蓄積は，農村

部賃金や都市失業率に影響を与えないことが

わかる。こうした幾分，極端な結論の背景に

は，生産関数が規模に関して収穫一定である

という仮定がある。収穫一定の生産技術の下

では，各生産要素の限界生産性はその部門の

資本集約度（ ）のみに依存する。その

ため，工業部門の賃金水準が硬直的である

ことから，（4）式より工業部門の資本集約度

（ ）が要素賦存量に関係なく一意に決

まる。このことは同時に，（6）式から資本レ

ンタル（ ）も一意に決まることを意味す

る。長期モデルでは，資本は両部門の資本レ
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ンタルが一致するまで自由に移動することか

ら と等しくなるように が，さらに（5）

式から農業部門の資本集約度（ ）がそ

れぞれ一意に決まる。その結果，（3）式から

農村部賃金も要素賦存量に関係なく一意に決

まる11。つまり，農村部賃金や都市失業率は

国全体の要素賦存量から独立に決定され，資

本蓄積はこれらに影響を与えない。ここで注

意したいのは，これらの結論の成立には均衡

の安定条件は必要ではなく，生産関数の一次

同次性のみが必要であることである。

　次に，都市失業者数の変化についてみると

　  （28）

が得られる。（28）式の符号は，一意には決ま

らない。しかし，均衡の安定性を保証する条

件（Khan-Neary 条件）が成立している下で

は となるので，（28）式は正となり，資

本蓄積は長期において都市失業者数を増加さ

せることがわかる。安定条件である（20）式が

成立している下では，都市の資本集約度は農

村のそれに比べて高くなる。したがって，リ

プチンスキー定理と同様のメカニズムから，

資本蓄積は工業生産の増加と農業生産の減少

をもたらす 12。こ

の時，都市失業率が一定のまま，工業生産増

にともなう工業労働者数の増加が発生するた

め，都市失業者数は増加するのである。

　次に経済厚生の長期的な変化については

（29）

となり，資本蓄積は長期においても経済

厚 生 を 高 め る。 さ て， 当 該 国 の GDP は

と表せる。す

ると， から，一般要素タイプの

Harris-Todaro モデルでは包絡線の性質が成

立している 13。また，（29）式の符号決定には

均衡の安定条件を課す必要はなく，常に成立

することにも注意したい。

　上述の長期における資本蓄積の効果をまと

めると，次の命題を得る。

命題 2（長期における資本蓄積の効果）14

　資本蓄積は長期において，

　　-   都市失業率や農村部賃金に影響を与え

ない

　　-   均衡の安定条件が成立する下では

　　　-   都市失業者数を増加させる

　　　-   農業生産の縮小と工業生産の拡大を

引き起こす

　　-   経済厚生を向上させる

　さて，命題 1 では短期において資本蓄積

が都市失業を改善させることを示した。長

期における上記の命題は，短期における資

本蓄積の効果とどのような関係にあるのかを

検証してみよう。当初，両地域間で資本レン

タルが一致する長期の状態にあったとしよ

う。短期における両地域の資本レンタルの変
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化に注目すると，

が得られる。つまり，短期

において資本蓄積は，それがどちらの地域で

発生したとしても，農村部の資本レンタルを

下落させるが，都市部のそれには影響を与え

ない15。そのため，長期には，資本はより高

い資本レンタルが得られる都市へと移動し，

それにあわせて都市部では雇用の拡大と就業

確率の上昇が生じる。一方，資本が流出する

農村では，短期的に上昇していた賃金が下落

する。そのため，地域間での期待賃金格差は

拡大し，農村から都市への労働移動と都市失

業率の上昇が発生する16。このようないずれ

かの地域で生じた資本蓄積が長期にかけて引

き起こす資本移動と，それに呼応した労働移

動は，部門間の資本レンタルが一致し，農村

部賃金が元の水準へと低下するまで続く17。

そのため，短期において低下していた都市失

業率は，結局，資本蓄積前の水準まで上昇す

る。都市失業者数については，資本移動にと

もない，工業労働者数は増加する一方で，都

市失業率は元の水準に落ち着くため，長期的

には失業者数自体は増加するのである。

　最後に，資本蓄積が長短期において各内生

変数に与える効果は，表 2 のようにまとめる

ことができる。

2．労働増加の効果

　資本蓄積の時と同様の手順で，労働増加が

経済に与える効果について検証してみよう。

短期の効果

　労働増加が短期において農村部賃金，都市

失業率，都市失業者数に与える影響は，（14）

式からそれぞれ下記のように計算される。

　  （30）

　  （31）

つまり，短期において労働増加は，農村部賃

金の下落と都市失業率の上昇を引き起こす。

都市失業者数については，労働増加はそれを

増大させる。そのメカニズムは次のとおりで

ある。労働増加は短期において工業生産活動

に影響を与えないため，工業労働者数を変化

させない（ ）。そのため，増加し

表 2　資本増加の効果
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た労働者は，都市失業者か農業労働者かのい

ずれかに割り振られる。今，彼らが全て都市

に滞在し，都市失業者になることを選択した

としよう。すると，都市での就業確率は低下

するため，都市部期待賃金の下落と都市から

農村への労働移動が発生する（ ）。

この時，労働移動によって農業の労働の限界

生産性は低下し，農村部賃金は下落する。そ

のため，増加した労働者の一部はそのまま都

市に失業者として滞留することになり，都市

失業の率と数の両面での上昇が生じる18。

　次に，各部門の生産量と経済厚生（GDP）の

変化を見ると，上述の労働配分の分析から，労

働増加は短期において工業生産量を変化させ

ない一方で，農業労働者の増加を通して農業生

産量を増加させることがわかる（ , 

 ）。経済厚生については

　  （32）

が得られ，労働増加によって短期的には経済

厚生（GDP）は向上する。しかし，労働増

加がある時，GDP の増加は必ずしも 1 人当

たり所得の上昇を意味しない。そこで，労働

者 1 人当たり GDP の変化を用いて厚生変化

を測ると

 （33）

となり，労働増加は 1 人当たりでは厚生を悪

化させる。

　ここまでの短期における労働増加の効果を

まとめると，次の命題が得られる。

命題 3（短期における労働増加の効果）19

　労働増加は短期において，

　　-  都市失業を率と数の両面で増加させる

　　-   農業生産を拡大させるが，工業生産量

は変化しない

　　-   経済全体の厚生を向上させるが，1 人

当たりの厚生は悪化する

長期の効果

　次に，長期における労働増加の効果を検証

しよう。比較静学から農村部賃金，都市失業

率，都市失業者数の変化は，それぞれ下記の

とおりである。

  （34）

 （35）

　長期における労働増加の効果は，資本蓄積

の効果とよく似たメカニズムで説明すること

ができる。生産関数の一次同次性から各部門

の資本集約度と農村部賃金は要素賦存量から

独立であるため，これらの変数は労働増加が

あっても変化せず，都市失業率も変化しな

い。これらの性質は生産関数が一次同次であ

る限り成立する。一方，都市失業者数につい

ては，均衡の安定条件である（20）式が成立し

ている下では，農業部門は労働集約産業とな

るため，労働増加はそれを集約的に使用する
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農業部門の生産拡大と工業生産の縮小を引き

起こす 。この時，

工業生産の縮小にともない，工業労働者数が

減少するため，都市失業率が一定の下では都

市失業者数は減少するのである。

　経済厚生については，GDP と 1 人当たり

GDP の変化を計算すると，以下が得られる。

（36）

　　　  （37）

（36）式より，労働増加は均衡の安定性とは関

係なく，常に経済厚生を高めることがわかる。

また，その大きさについて が労働者の平

均賃金を表していることから，資本蓄積と同

様に，包絡線の性質が労働増加に関しても成

立する。一方で，経済厚生を 1 人当たりの水

準で考えると，（37）式から労働増加は無条件

で 1 人当たりの経済厚生を悪化させることが

わかる。

　こうした労働増加の長期的な効果をまとめ

ると，次の命題を得る。

命題 4（長期における労働増加の効果）20

　労働増加は長期において，

　　-   都市失業率や農村部賃金に影響を与え

ない

　　-   均衡の安定条件が成立する下では

　　　-  都市失業者数を減少させる

　　　-   農業生産の拡大と工業生産の縮小を

引き起こす

　　-   経済全体の厚生を向上させるが，1 人

当たりの厚生は悪化させる

　次に，労働増加の短期と長期の効果の関係

について検証する。当初，経済は長期の均衡

状態にあったとしよう。特殊要素モデルでの

比較静学から が得

られるので，労働増加が発生した場合，短期

において農村部資本レンタルは上昇するが，

都市部のそれは変化しない。そのため，長期

均衡への移行過程では，都市から農村への資

本移動が生じる。この時，農村部では資本流

入が引き起こす労働の限界生産性の向上に

よって，低下していた賃金率が上昇する。一

方で，都市部では雇用量の減少と就業確率の

低下が発生する。そのため，短期において増

加した都市失業者は農村へと移動し，都市失

業者数とその率の低下が発生する。こうした

長期にかけて生じる資本移動と労働移動は，

部門間の資本レンタルが一致し，農村部賃金

が労働増加前の水準に上昇するまで続く21。

そのため，短期において増加していた都市失

業率は元の水準まで低下する。都市失業者数

については，長期において工業労働者数が減

少する一方で，都市失業率は労働増加前の水

準に落ち着くため，失業者数自体は減少する。

　最後に，労働増加が各内生変数に与える効

果は，表 3 のようにまとめることができる。
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3．技術進歩の効果

短期の効果

　まず，農業部門での技術進歩（ の上昇）

の短期的な効果について見てみよう。

　　　　  （38）

　　  （39）

 （40）

　上式から農業技術進歩の効果を特定化する

には，技術進歩が限界生産性に与える影響に

ついてなんらかの仮定をおかなければならな

い。そこで，農業技術進歩は労働の限界生産

性を上昇させると仮定し， であると

しよう。この仮定はそれほどきついもので

はない。例えば，技術進歩がヒックス中立

的，もしくはソロー中立的であれば

は必ず成立する。また，技術進歩がハロッ

ド中立的である場合でも，農業部門の要素

間の代替の弾力性がその部門の資本分配率

よりも高ければ が成立する（付論 A

を参照）。すると， の下では，（38）

式から農業技術進歩は短期において，農村

部賃金を上昇させ ，都市失業

率を低下させることがわかる。都市失業者

数については，（39）式からそれを減少させ

る 。また，（4）式から農業技術

進歩は短期において工業部門に影響を与え

ないことにくわえ，上述の都市失業者数が

減少することから，農業労働者数は増加す

る。したがって，農業技術進歩は，工業生産

をそのままに農業生産の拡大を引き起こし

，経済厚生を向

上させる 。

　次に，工業部門での技術進歩（ の上昇）

の短期的な効果については以下が得られる。

  （41）

 （42）

表 3　労働増加の効果
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（43）

　農業技術進歩の時と同様に，工業部門の

技術進歩は労働の限界生産性を上昇させる

と仮定し， であるとしよう。する

と，（41）式から工業部門の技術進歩は，農村

部賃金を上昇させ ，都市失業

率を低下させることがわかる。しかし，都市

失業者については，（42）式からその効果を

確定させることができない。各部門の生産

量については，比較静学分析から の

下では を示すこ

とができ，工業技術進歩は短期的には農業

生産の縮小と工業生産の拡大を引き起こす

。最後に，経済

厚生については（43）式から上昇することがわ

かる。

　こうした短期における各技術進歩の背後で

は，技術進歩はそれが生じた部門の労働の限

界生産性を向上させるという仮定から，資本

蓄積が短期において与える効果と同じメカニ

ズムが働いている。したがって，命題 1 にお

ける資本蓄積の発生地を技術進歩の発生地に

読み替えれば，技術進歩が短期において経済

に与える各種の効果を読み解くことができ

る。

命題 5（短期における技術進歩の効果）22

　・ 農業技術進歩が農業労働者の限界生産性

を上昇させるならば，短期において農業

技術進歩は

　　-   農村部賃金を上昇させ，都市失業を率

と数の両面で減少させる

　　-   農業生産を拡大させる一方で，工業生

産には影響を及ぼさない

　　-   経済厚生を向上させる

　・ 工業技術進歩が工業労働者の限界生産性

を上昇させるならば，短期において工業

技術進歩は

　　-   農村部賃金を上昇させ，都市失業率を

低下させるが，失業者数への効果は一

意には定まらない

　　-   農業生産の縮小と工業生産の拡大を生

じさせる

　　-   経済厚生を向上させる

　次に，長期において技術進歩が与える効果

について検証するが，これについては技術進

歩が生じた部門によって結論が大きく異なる

ため，項を分けて検証する。

農業技術進歩の長期の効果

　農業技術進歩の長期的な効果を検証しよ

う。比較静学から農村部賃金の変化は

　　　  （44）

となり，農業技術進歩は，技術進歩のタイプ

や均衡の安定条件の成立の可否に関係なく，

常に農村部賃金を上昇させ，都市失業率を低

下させることがわかる。都市失業者数につい
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ては

 （45）

が得られる。均衡の安定条件が満たされてい

る下では と括弧内の 2 項目は正となる。

しかし，それだけでは（45）式の符号は確定し

ない。安定条件に加えて を仮定すれ

ば となるのに十分となり，農業

技術進歩が都市失業者数を減少させるという

結論を得る。なお， はそれほどきつ

い仮定ではなく，技術進歩がヒックス中立的，

もしくはハロッド中立的であれば は

必ず成立し，ソロー中立的技術進歩の場合で

も農業部門の要素間の代替の弾力性がその部

門の労働分配率よりも高ければ成立する。ま

た，前項において農業技術進歩の短期的な効

果を確定するために仮定された と，

ここでの は両立できることにも注意

したい（付論 A 参照）。

　農業技術進歩は，無条件で都市失業率の低

下をもたらすのに対し，失業者数の減少につ

いては 2 つの追加的な条件が必要になる。こ

うした違いが生まれるのは，次のような要因

による。農業技術進歩は，農業部門の単位費

用を低下させる。通常の 2 部門モデルであれ

ば，単位費用の低下は各生産要素を農業部門

へと引き寄せるため，技術進歩の形式と農業

部門が資本集約産業なのか，労働集約産業な

のかによって要素価格の変化の方向が決ま

る。ところが，Harris-Todaro モデルでは工

業部門の賃金の硬直性と生産関数の一次同次

性から，工業部門の資本集約度と資本レンタ

ルは（4）式と（6）式より一意に決まる。そのた

め，資本移動が可能な長期においては，農業

部門の資本レンタルは技術進歩の影響を受け

ず，変化しない。その結果，農業生産の単位

費用の低下によって生じる要素価格の変化は

全て賃金水準の上昇という形であらわれ，農

業技術進歩が無条件で都市失業率の低下を引

き起こすという結論を導き出す23。一方，工

業特殊資本の増加の分析から，都市失業率の

低下は必ずしも失業者数の減少を意味しな

かった。都市失業者数が減少するには，失業

率の低下にくわえて工業労働者数が減少する

ことが十分である。工業部門の資本集約度が

農業技術進歩から独立かつ一定であることを

考慮すれば，工業労働者数が減少するのは資

本が農業部門へ移動する時である。さて，特

殊要素モデルを用いた比較静学から

が成立するならば となる。つま

り， は，農業技術進歩が短期におい

て資本レンタルの地域間格差を生じさせ，農

村への資本移動を発生させるための十分条件

になっているのである24（実際に，一般要素

モデルにおいて は が成

立するための十分条件にもなっている25）。

　次に，各部門の生産量の変化について検

討しよう。上述の労働と資本の移動に関す

る議論から，均衡の安定条件と が成

立するならば， , 

となる。したがっ
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て，これらの条件の下では，（16）式から農業

技術進歩は農業生産の拡大と工業生産の縮

小を引き起こすことがわかる（

）。最後に，経済厚生について

は

  （46）

となり，農業技術進歩は無条件に経済厚生を

向上させる。

　上述の長期おける農業技術進歩の効果をま

とめると，以下の命題が得られる。

命題 6（長期における農業技術進歩の効果）26

　農業技術進歩は長期において，

　　-   農村部賃金を上昇させ，都市失業率を

低下させる

　　-   均衡の安定条件が成立し，かつ技術進

歩が農業資本の限界生産性を高める

（ ）ならば，

　　　-   都市失業者数を減少させる

　　　-   農業生産の拡大と工業生産の縮小を

引き起こす

　　-   経済厚生を向上させる

　農業技術進歩の短期から長期にわたっての

効果は表 4 のようにまとめられる。仮定が全

て満たされているとすれば，農業技術進歩は

短期において，工業部門の生産活動に影響を

与えることなく，農業部門の雇用の拡大と各

要素価格の上昇を引き起こし，都市失業は率

と数の両面で減少する。長期においては，上

昇した農業資本レンタルを求めて，資本が都

市から農村へと移動するため，農業部門はさ

らに拡大する一方，工業部門では生産が縮小

する。この時，短期において低下した都市失

業はさらに低下し，経済厚生は向上する。

工業技術進歩の長期の効果

　次に，工業技術進歩の長期的な効果を検証

する。農村部賃金と都市失業率の変化は，以

下のように算出される。

　  （47）

表 4　農業技術進歩の効果



57要素蓄積，技術進歩と都市失業 － Harris-Todaro モデルによる分析－

（47）式から工業技術進歩は，農業技術進歩の

時とは異なり，農村部賃金を引き下げ，都市

失業率を上昇させることがわかる。工業技術

進歩は，工業生産の単位費用を押し下げる。

それにともなって生じる要素価格の変化は，

工業部門の賃金が で硬直的であるため，

全て資本レンタルの上昇という形であらわれ

る。資本移動が自由な長期において，工業部

門の資本レンタルの上昇は，農業部門での資

本レンタルの上昇を引き起こす。その結果，

農業部門の賃金水準は下落し，地域間での賃

金格差の拡大と都市失業率の上昇が生じる。

次に，都市失業者数については

 （48）

が得られる。均衡の安定条件が満たされ

ている下では， と括弧内の 2 項目は正

となる。くわえて を仮定すれば，

となるのに十分となり，工業技

術進歩は都市失業者数を増加させるという結

論を得る。（47）式から工業技術進歩は都市失

業率を上昇させることが分かっているが，失

業者数の増減を確定するには工業労働者数の

変化についても考慮しなければならない。こ

こで が成立するための十分条件

である は，工業労働者数が増大する

ための十分条件になっている。まず，（4）式か

ら ならば，工業技術進歩によって工

業部門の資本労働比率は低下し，工業部門は

相対的により多くの労働を使用することがわ

かる。また， は短期の分析において

が成立するための十分条件でも

あり，この条件が成立すると長期にかけて農

村から都市への資本移動が発生する27。両者

をあわせると， と均衡の安定条件が

ともに満たされているならば，工業技術進歩

は工業労働者数を増加させることがわかる。

　次に生産量と経済厚生の変化について検証

する。上述の考察から， と安定条件

が成立するならば，

となる。し

たがって，工業技術進歩は農業生産の縮小

と工業生産の拡大をもたらす

。経済厚生については，

 

（49）

が得られる。均衡の安定条件が満たされてい

る下では（49）式の括弧内は正となり，工業技

術進歩は経済厚生を向上させるという結論を

得る。この結論は，農業技術進歩が無条件で

長期の経済厚生を向上させた結果と対照的で

ある。

　上記の分析結果をまとめると，次の命題が

得られる。

命題 7（長期における工業技術進歩の効果）28

　工業技術進歩は長期において，
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　　-   農村部賃金を下落させ，都市失業率を

上昇させる

　　-   均衡の安定条件が成立し，かつ，技術

進歩が工業労働者の限界生産性を高め

る（ ）ならば，

　　　-   都市失業者数を増加させる

　　　-   農業生産の縮小と工業生産の拡大を

引き起こす

　　-   均衡の安定条件が成立する下では，経

済厚生を向上させる

最後に，工業技術進歩の短期から長期にかけ

ての効果をまとめると，表 5 が得られる。

V ．農業部門での収穫逓減性と要素蓄積の都

市失業への効果

　前章では，両部門が規模に関して収穫一

定の生産技術を持つケースにおいて，各経

済成長要因が Harris-Todaro 経済にどのよ

うな影響を与えるのかを検証した。その中

で，長期において労働や資本といった生産要

素の蓄積は，都市失業率に影響を与えない

が，失業者数について資本増加はそれを増

加させ，労働増加はそれを減少させること

を示した。しかし，これらの結論は“逆説

的で Harris-Todaro モデルへの信頼性を弱め

る結論”である（Corden and Findlay 1975, 

Beladi and Naqvi 1988）。こうした結論を受

け，Corden and Findlay（1975）は農業部門

の生産要素として新たに土地を考慮すること

により，逆説的な結論を修正し，モデルの信

頼性を回復できるだろうと提案している。そ

の後，土地を導入した Harris-Todaro モデル

は Beladi and Naqvi（1988）や Beladi（1990）, 

Yabuuchi（1998）等によって検証され，モ

デルの持つ逆説的な結論が土地の導入によっ

て部分的に緩められることが示された。

　さて前章の分析では，各部門の生産技術に

想定された一次同次性（収穫一定性）が，要

素価格を要素賦存量から独立に決定させ，逆

説的な結論を生み出す原因となっていること

を示した。そこでこの章では，先行研究のよ

うに土地を導入する代わりに，生産技術に関

する一次同次性の仮定を緩めることで，前章

で得られた要素蓄積の経済効果がどのように

変化するのかを検証する。結論を先取れば，

表 5　工業技術進歩の効果
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収穫逓減性の導入は，土地を導入した諸研究

と全く同様に一般要素モデルの“逆説的な結

論”を部分的に修正する29。

　それでは，実際にモデルに収穫逓減性を導

入してみよう。工業部門ではこれまでどおり

収穫一定の生産技術を想定する一方で，農業

生産については規模に関する収穫逓減性が働

くとする。なお，以下では前章までのモデル

を「収穫一定モデル」とし，本章で扱うモ

デルを「収穫逓減モデル」と呼ぶことにす

る。こうしたモデルの変更は，収穫一定モデ

ルで展開されたモデル式自体に変化を及ぼさ

ないが，比較静学を行う際に符号条件の検証

で用いられたいくつかの生産関数の性質を変

更させる。第 1 に，均衡の安定条件は Khan-

Neary 条件ではなく，付論 B と工業部門の

収穫一定性から

となる。なお，上記の安定条件が満たされ

れば，（18）式の係数行列式 は正になる。

以下の議論では，この安定条件が満たされて

いるものとする。第 2 に，

はもはやゼロではなく正の値をとる。第 3 に

の符号は正にも負にもなり得る。

しかし通常，資本設備の増加は労働の限界生

産性を高めると考えられるので，以下の議論

では であると仮定する。ただし，一

部の結論については の符号について仮定

を課さずに得ることができるが，その場合は

そのことを明記する。

収穫逓減性と資本蓄積の効果

　まず，短期における資本増加の効果につい

て検証してみよう。都市失業率と失業者数に

与える効果は，（21）～（24）式で表される。こ

こから都市での資本蓄積は，収穫一定モデル

と同様に，収穫逓減モデルにおいても都市失

業率の減少をもたらし，失業者数への効果は

不確定であることがわかる。一方，農村での

資本蓄積は の符号次第で結論が変わる。

しかし， であるならば，農村での資

本蓄積は都市失業率の低下と失業者数の減少

をもたらす。つまり，農業部門への収穫逓減

性の導入は，短期における資本蓄積の効果を

変化させない。

　次に，長期における資本蓄積の効果につい

て検証する。農村部賃金と都市失業率の変化

を表した（27）式は，収穫逓減モデルでは下記

のように書き換えられる。

（50）

（50）式から「資本蓄積は農村部賃金を上昇さ

せ，都市失業率を減少させる」ことがわかる。

これは収穫一定モデルで得られた「長期にお

いて資本蓄積は都市失業率に影響を与えない

（命題 2）」という結果と異なっており，農業

部門の生産技術に収穫逓減性を仮定すると，

より直観に即した結論が得られる。そのメカ

ニズムについて のケースに限って解

釈してみよう30。まず，資本蓄積が各部門の
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生産量に与える効果は，以下のように求める

ことができる。

 （51）

今，農業生産では収穫逓減性が働くと想定し

ているため，（51）式で導かれたように資本蓄

積によって農業生産が縮小すると，農業部門

の生産性は向上する。一方，工業部門の生産

技術は収穫一定を想定しているため，Ⅳ－ 1

節で解説されたように資本蓄積は工業部門の

要素価格に影響を与えない。そのため，資本

移動が自由な長期においては，資本増加が

あっても工業部門の生産行動から定まる資本

レンタルは変化しない。その結果，農業生産

性の向上は，全て農村部賃金の上昇という形

で反映され，地域間賃金格差の縮小と都市失

業率の低下が生じるのである。

　次に，都市失業者数について（28）式は

（52）

と書き換えられる。（52）式から の符

号を確定することはできない。つまり，収穫

一定モデルでは「長期において資本蓄積は都

市失業者数を増加させる（命題 2）」とされ

たが，収穫逓減性の導入によって資本蓄積が

都市失業者数を減少させる可能性が発生す

る。その理由は次の通りである。（51）式から

収穫逓減モデルにおいても，収穫一定モデル

と同様に，資本蓄積は工業生産を拡大させる

ので，工業労働者数は増加する。これは，都

市の就業確率の上昇を通じて農村から都市へ

の労働移動を誘発させ，都市失業者数の増加

圧力となる。しかし，収穫逓減モデルでは同

時に農村部賃金が上昇するため，一部の労働

者は農村部にとどまり，上昇した賃金を受け

取ることを選択する。そのため，都市への労

働移動は収穫一定モデルほどには発生せず，

失業者数が減少する可能性が生じるのであ

る。

　実際に，都市失業者が減少するための条件

を（52）式から導出すると，均衡の安定条件に

くわえ，

が成立するならば，長期において資本蓄積は

都市失業者数を減少させる。しかし，上記

の条件に経済学的な解釈を付すことは難し

い31。

　最後に，経済厚生について検証すると，（29）

式は収穫逓減モデルでは
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 （53）

と変化する。（53）式の 2 項目は正であること

から，資本蓄積は長期において経済厚生を向

上させるという収穫一定モデルでの結論は，

農業部門に収穫逓減性を導入しても保持され

る。ただし，（29）式と（53）式を比較すると，

収穫逓減モデルの方がより大きな経済厚生の

向上をもたらすことがわかる32。

収穫逓減性と労働増加の効果

　同様に，農業部門への収穫逓減性の導入が，

労働増加の効果にどのように変化をもたらす

のかを検証してみよう。まず，短期における

労働増加の効果は，（30）～（34）式で表される。

収穫逓減性の導入は，これらの符号条件に影

響を与えないので，収穫逓減モデルにおいて

も命題 3 がそのまま成立する。また，この結

論には に関する仮定が必要ないことにも

注意したい。

　次に，長期おける労働増加の効果について

検証する。まず，農村部賃金と都市失業率に

関する（34）式は

（54）

となる。（54）式から収穫逓減モデルでは「労

働増加は農村部賃金を引き下げ，都市失業率

を上昇させる」ことが分かる。この結論は，

収穫一定モデルでの「長期において労働増加

は賃金や失業率に影響を与えない（命題 4）」

と対照的で，収穫逓減性の導入によって，労

働増加の効果についてもより直観に即した

結論が得られる。先ほどと同様に の

ケースにおいて，そのメカニズムを見てみよ

う。各部門の生産量の変化は，次のように計

算できる。

 （55）

つまり，労働増加は農業生産の拡大と工業生

産の縮小を引き起こす。農業部門は収穫逓減

産業であるため，その生産拡大は農業生産性

を低下させる。一方，資本レンタルは，これ

までと同様に収穫一定産業である工業部門の

生産行動から一意に定まるため，農業生産性

の低下は全て農村部賃金の下落として反映さ

れる。その結果，地域間賃金格差の拡大と都

市失業率の上昇が生じるのである。

　次に，都市失業者数について（35）式は

 （56）

と書き換えられる。（56）式から の符
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号を一意に定めることはできない。つまり，

収穫一定モデルでは「労働増加は都市失業者

数を減少させる（命題 4）」ことが示されたが，

収穫逓減性の導入によって労働増加が都市失

業者数を増加させる可能性が発生する。この

ような違いが生じた理由は次の通りである。

収穫一定モデルと収穫逓減モデルのいずれの

ケースでも，労働増加は農業生産を拡大させ

る。これは農業部門による都市居住者の吸収

を引き起こし，都市失業者数の減少圧力とな

る。しかし，収穫逓減モデルでは同時に農村

部賃金の下落が発生する。その結果，一部の

都市居住者はこれを嫌って都市での居住を選

択するため，農村への労働移動は収穫一定モ

デルほどには生じない。これは，工業生産の

縮小にともない，都市部での雇用が縮小して

いる中では，都市失業者数の増加圧力となる。

このように収穫逓減モデルでは，労働増加は

都市失業者の増加と減少の 2 つの異なる力が

働くのである。（56）式から，労働増加が都市

失業者数を増加させるには，均衡の安定条件

にくわえて，下記の条件が成立すればよいこ

とがわかる。

資本蓄積の時と同様に，上記の条件に経済学

的な解釈を付すことは難しい33。

　最後に，経済厚生の変化について考えると，

経済全体の厚生の変化は下記のように計算さ

れる。

 （57）

（57）式から，労働増加は経済全体での経済厚

生を必ず向上させることがわかる34。また，

均衡の安定条件が成立するならば，（57）式の

分母は 1 より大であるため， は

よりは小さくなる。したがって，（36）式との

比較から，収穫逓減モデルの方が収穫一定モ

デルより労働増加による経済厚生の向上が小

さくなることがわかる35。次に，1 人当たり

の厚生の変化は

 （58）

と計算され，「労働増加は 1 人当たりでは経

済厚生を低下させる」という収穫一定モデル

と同じ結論が得られる。

　このように農業部門への収穫逓減性を仮定

することで，Ⅳ章で得られた短期における要

素蓄積の効果をそのままに，長期における効

果をより直観に即したものへと修正できる。

得られた結論をまとめると，

命題 8（ 収穫逓減下での長期における要素蓄

積の効果）36

　農業部門の生産技術が規模に関して収穫逓
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減的である時，均衡の安定条件が成立するな

らば，

　　-   資本蓄積は都市失業率を低下させる。

また，
 

が成立するならば，都市失業者数を減

少させる

　　-   労働増加は都市失業率を上昇させる。

また，
 

が成立するならば，都市失業者数を増

加させる

　　-   いずれの要素蓄積も経済厚生を向上さ

せる。ただし，労働増加は 1 人当たり

の厚生を悪化させる

　最後に，収穫逓減モデルでの要素蓄積によ

る各内生変数の変化をまとめると，表 6 が得

られる。

Ⅵ．おわりに

　これまでの章では，各経済成長要素が

Harris-Todaro 経済に与える影響について検

討し，その効果はそれぞれ命題 1 ～ 8 にまと

表 6− 2　労働増加の効果（収穫逓減モデル）

表 6− 1　資本蓄積の効果（収穫逓減モデル）
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められた。要素蓄積が都市失業に与える効果

については，短期において資本蓄積は都市失

業を解消させるのに対し，労働増加は都市失

業を悪化させる。しかし，長期において要素

蓄積は都市失業率に影響を与えない。それ

どころか，都市失業者数に関して，資本蓄積

はそれを増加させるのに対し，労働増加はそ

れを減少させる，という直観とは異なる効果

をもたらす。ただし，Ⅴ章で検討されたよう

に，こうした長期における直観と異なる効果

は，農業部門の生産技術に収穫逓減性を仮定

することで修正することができる。また，技

術進歩については，短期においてはどちらの

部門の技術進歩も都市失業を解消させるが，

長期におけるその効果は技術進歩の発生部門

によって正反対の結論を得る。つまり，農業

技術進歩は長期において都市失業を解消する

が，工業技術進歩はそれを悪化させる。最後

に，経済成長が経済厚生に与える効果につい

ては，いずれの成長要因も短期・長期の違い

によらず，経済全体の厚生を高めることが示

された。つまり，標準的な Harris-Todaro では，

窮乏化成長は生じない。ただし，労働増加は，

1 人当たりの経済厚生を引き下げることから，

資本蓄積や技術進歩による経済成長が労働増

加に比べ好ましいと言える。

　最後に，本稿モデルの限界と今後の拡張性

に関して述べる。まず，付論 C で列挙した

比較静学の計算結果から，一般要素モデルに

おいて発生した要素蓄積の逆説的な結果は，

工業部門の生産関数に収穫逓減性を導入して

も修正できることがわかる。この点について

は，本稿のサーベイという目的を超えるため，

取り扱わなかった。次に，経済成長の都市失

業に与える影響を厳密に分析していくには，

本稿で行ったような比較静学アプローチでは

なく，資本蓄積や技術進歩といった経済成長

の源泉を内生化した動学モデルを構築する必

要がある。しかし，これまでの所，そうした

試みはまだ少ない37。その理由の一つとして，

モデルを動学化する際に，都市部賃金が高く

硬直的であるメカニズムと，その時間変化の

定式化が難しいことがあげられる。本稿で紹

介したような様々な先行研究を下地に上記に

あげたような観点から Harris-Todaro モデル

を拡張していくことは，今後の課題としたい。

付論 A　生産関数の性質

　この付論では，本稿で用いられる生産関数

に関する仮定と，そこから導かれるいくつか

の性質や関係について解説する。これらの性

質は比較静学分析を行う際の計算や符号確定

の際などに用いられる。

　部門 の生産活動（ ）は，所与の技術

水準（ ）の下，労働（ ）と資本（ ） 

を投入して行われるとし，その関係を

と表すことにする。ここで関数

は 2 階微分可能であると想定する。また，

自然な仮定として，各投入要素に関して正の

限界生産性と技術水準向上による生産量の増

加を仮定すると，

が成立する。
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①　凹かつ強準凹な生産関数

　生産関数 が と に関する凹関数であ

る時，対応する のヘッセ行列が半負値定

符号になることから

 

（a1）

が成立する。さらに生産関数が と に関

する強い意味での準凹関数であれば

 （a2）

が成立する。

②　凹かつ強準凹かつ一次同次な生産関数

　上述の性質を持つ生産関数にさらに と

に関する一次同次性を仮定すると，下記

のような様々な性質を得ることができる。

　まず，一次同次関数の偏導関数はゼロ次同

次関数になることから

が成立する。ここで，上式は任意の と

について成立する。また，生産関数が強い意

味での準凹関数であることから，二次偏導関

数 はいずれも非ゼロであることと，

が正であることがわかる。したがって，非ゼ

ロの について

  （a3）

が成立する。さらに，最後の等式に注目すれ

ば， が成立する。つまり，

凹かつ強準凹の生産関数が一次同次関数であ

るならば，以下が成立する。

 （a4）

　また，同次関数に関するオイラーの法則か

ら

 （a5）

が成立する。この両辺を技術水準 で微分す

ると

  （a6）

となる。さらに（a6）式に（a3）式を組み合わせ

ることで

 

 

 （a7）

が得られる。

③　中立的技術進歩と限界生産性の変化

　中立的な技術進歩が限界生産性（つまり，

一次偏微係数）に与える影響については次表

のようにまとめることができる。
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ここで は の 番目の要素による偏導関

数を 番目の要素で偏微分したものを表す。

また， は各要素に関して一次同次である

と想定している。

　上表において「ソロー中立的技術進歩が資

本の限界生産性に与える効果（ ）」と「ハ

ロッド中立的技術進歩が労働の限界生産性に

与える効果（ ）」については，その効果

の方向性を一意に定めることはできない。し

かし，下記の条件が成立する時，どちらの効

果も正となる。

補題 1

技術進歩がソロー中立的である時，その部門

の代替の弾力性が労働分配率よりも大きいな

らば は正となる。

証明

一次同次な生産関数の下では，労働と資本間

の代替の弾力性（ ）は と表さ

れる。労働分配率（ ）はその部門が利潤

最大化行動をしているならば，

となる。よって，代替の弾力性が労働分配率

よりも大きいならば

 （a8）

が成立する。さて，技術進歩がソロー中立的

である時， は

（a9）

と表すことができる。よって と（a8）

（a9）式から， である時，

となる。

補題 2

技術進歩がハロッド中立的である時，その部

門の代替の弾力性が資本分配率よりも大きい

ならば は正となる。

証明

補題 1 と同様の方法で証明ができる。資本分

配率（ ）はその部門が利潤最大化行動を

しているならば， となる。よっ

て代替の弾力性が資本分配率よりも大きいな

らば

 （a10）

が成立する。さて，技術進歩がハロッド中立

的である時， は
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（a11）

と表される。よって， と（a10）（a11）

式 か ら， で あ る 時，

となる。

付論 B　均衡の安定条件

　均衡が安定であるとは，Ⅱ章で示されたモ

デルの均衡が適当な調整メカニズムのもとで

達成可能であることを言う。この付論では，

一般要素モデルにおける均衡の局所安定性に

ついて Funatsu（1988）の議論に沿って検証

し，均衡が安定となるための条件を導出する。

また，以下の議論において均衡での各内生変

数の値には，それ以外の時の値と区別するた

めに * を付す。

　Harris-Todaro モデルでは，労働者は「農

村部の賃金」と「都市部の期待賃金」を比較

し，より高い方へと移動する，そして両者が

一致するところで労働移動は止まる。同様に，

資本は，資本レンタルに地域間格差がある限

り，より高い資本レンタルが得られる地域へ

と移動する。今，農業労働者数と農業資本の

変化をそれぞれ と で表すと，こうした

労働と資本の調整過程は下記のように定式化

することができる。

（b1）

ここで， と はそれぞれ正の定数であり，

調整速度を表している。なお，上式では均衡

において が成立することに注意

したい。

　さて，都市部では（4）式が成立するが，そ

れを について解いたものを

  （b2）

とする。なお，

が成立する。（b2）式と各モデル式を用いて，

（b1）式を と のみを含むシステムに書き

直すと

となる。このシステムの局所安定性を検証す

るために，その定常解であるモデルの均衡解

周りでシステムを線形近似すると

となる。ここで，係数行列 に含まれる各導
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関数はモデルの均衡値 で評価されて

いる。

　上記のシステムが安定であるには，係数行

列のトレースが負かつ，その行列式が正であ

ることが必要十分である。まず，トレース

は

となり，これは常に負である。また，トレー

スの符号決定において，各部門の生産関数が

凹関数であることのみが重要であり，生産関

数の想定に一次同次性を課す必要がないこと

に注意したい。

　次に，係数行列式 は

 （b3）

となる。この符号は一意に決定することがで

きない。しかし，括弧内の 2 項目と 3 項目

は，各部門の生産関数が凹であるならば正で

ある。よって，

 　　　または

 （b4）

が成立すれば，係数行列式 は正となり，

モデルの均衡は局所安定である。そこで，

（b4）を均衡解の局所安定のための十分条件

と呼ぶことにする。

　さて，各部門の生産関数が凹関数であるこ

とに加え，一次同次関数であるとすると

は次式のように変形できる。

したがって，両部門の生産関数が一次同次で

ある，つまり両部門が規模に関して収穫一定の

生産技術を持つ場合，

である時，そしてその時のみ，係数行列式は正

となり均衡は局所安定である。つまり，都市部

の資本集約度（ ）が農村部の資

本集約度（ ）よりも大きい時，そしてそ

の時のみ，均衡は局所安定である 38。この局所

安定のための必要十分条件は，しばしば Khan-

Neary の条件と呼ばれる（Neary, 1988）。

付論 C　比較静学の結果

　この付論では，本文中で明示的には示さな

かった各内生変数に関する比較静学分析の計

算結果を列挙する。なお，以下の各計算結果

は，いずれも生産関数に収穫一定性の仮定を

考慮する前のものであり，表 2 ～ 6 では付

論 A で挙げた生産関数の性質を適宜用いて，

計算結果の符号を決定している。
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①　特殊要素モデルにおける要素蓄積の効果

②　特殊要素モデルにおける技術進歩の効果

③　一般要素モデルにおける要素蓄積の効果
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　なお，一般要素モデルにおける技術進歩の

各生産量への効果は上表に記載していない

が，本稿ではまず各部門の労働量と資本量の

変化を特定した後，（16）式を用いて効果の方

向を定めている。

参考文献
Basu, K.（2003）Analytical Development Economics: 

The Less Developed Economy Revisited, MIT Press: 
Cambridge, MA.

Beladi, H.（1990）“Sector Specific Wage Rigidity 
and Factor Accumulation,” The Economic Record 
66（192）: 32-36.

Be l ad i ,  H .  and  Naqv i ,  N .（1988）“Urban 
Unemployment and Non-Immiserizing Growth,” 
Journal of Development Economics 28（3）: 365-
376.

Bencivenga, V. R. and Smith, B. D. （1997）
“Unemployment, Migration, and Growth,” 
Journal of Political Economy 105（3）: 582-608.

Bhagwat i ,  J .  N .（1968）“Dis tor t i ons  and 
Immiserizing Growth: a Generalization,” Review 
of Economic Studies 35（4）: 481-485.

Bhagwati, J. N. and Srinivasan, T. N.（1974）“On 
Reanalyzing the Harris-Todaro Model: Policy 
Rankings in the Case of Sector-Specific Sticky 
Wages,” American Economic Review 64（3）: 502-
508.

Bhatia, K.（2001）“Specific and Mobile Capital, 
Migration and Unemployment in a Harris-
Todaro Model,” Journal of International Trade & 

Economic Development 11（2）: 207-222.
Calvo, G. （1978）“Urban Employment and Wage 

Determination in LDC’s: Trade Unions in the 
Harris-Todaro Model,” International Economic 
Review 19（1）: 65-81.

Chao, C. C., Laffargue, J. P. and Yu, E. S. H. （2006） 
“Public Inputs, Urban Development, and 
Welfare in a Developing Economy,”Asia-Pacific 
journal of accounting & economics 13（2）: 141-
151.

Chaudhuri, S. （2000） “Rural-Urban Migration, the 
Informal Sector, Urban Unemployment, and 
Development Policies: A Theoretical Analysis,” 
Review of Development Economics 4（3）: 353-364.

Chaudhuri, S., Yabuuchi, S. and Mukhopadhyay, 
U. （2006） “Inflow of Foreign Capital and Trade 
Liberalization in a Model with an Informal 
Sector and Urban Unemployment,” Pacific 
Economic Review 11（1）: 87-103.

Choi, J. Y. and Yu, E. S. H. （1992）“Technical 
Progress, Terms of Trade and Welfare in 
a Mobile Capital Harris-Todaro Model,” in 
Economic Theory and International Trade by W. 
Neuefeind and R. G. Riezman, Eds., Springer 
Berlin: Heidelberg: 129-142.

Choi, J. Y. and Yu, E. S. H. （2006）“Industrial 
Targeting and Non-shiftable Capital in the 
Harris-Todaro Model,” Review of International 
Economics 14（5）: 910-921.

Choi, J. Y. and Yu, E. S. H. （2010）“Imperfect 
Capital Mobility: A General Approach to the 
Two-Sector Harris Todaro Model,” Review of 
International Economics 18（1）: 81-94.

Corden, W. M. and Findlay, R. （1975）“Urban 
Unemployment, Intersectoral Capital Mobility 

④　一般要素モデルにおける技術進歩の効果



71要素蓄積，技術進歩と都市失業 － Harris-Todaro モデルによる分析－

and Development Policy,” Economica 42（165）: 
59-78.

Fields, G. S. （1975）“Rural-Urban Migration, 
Urban Unemployment and Underemployment, 
and Job-Search Activity in LDCs,” Journal of 
Development Economics 2（2）: 165-187.

Fields, G. S. （2005）“A Welfare Economic Analysis 
of Labor Market Policies in the Harris-Todaro 
Model,” Journal of Development Economics 76（1）: 
127-146.

Funatsu, H. （1988）“A Note on the Stability of the 
Harris-Todaro Model with Capital Mobility,” 
Economica 55（217）: 119-121.

Gang, I. and Gangapadhyay, S. （1985）“A Note 
on Optimal Policies in Dual Economies,” The 
Quarterly Journal of Economics 100（5）: 1067-
1071.

Gupta, M. R. （1993）“Rural-urban Migation, 
Informal Sector and Development Policies A 
Theoretical Analysis,” Journal of Development 
Economics 41（1）: 137-151.

Harris, J. R. and Todaro, M. P. （1970）“Migration, 
Unemployment and Development: A Two-
Sector Analysis,” American Economic Review 60

（1）: 126-142.
Holmlund, B. and Lundborg, P. （1990）“Incidence 

Analysis of Financing Unemployment Benefits 
in a Partially Unionized Economy,” Economica 
57 （227）: 371-82.

Issah, I., Khan, T. Y. and Sasaki, K. （2005）“Do 
Migrants React to Infrastructure Difference 
between Urban and Rural Areas? Development 
of an Extended Harris-Todaro Model,” Review 
of Urban & Regional Development Studies 17（1）: 
68-88.

Johnson, H. G. （1967）“The Possibility of Income 
Losses from Increased Efficiency or Factor 
Accumulation in the Presence of Tariffs,” The 
Economic Journal 77（305）: 151-154.

Lall, S. V., Selod, H. and Shalizi, Z. （2006）“Rural-
Urban Migration in Developing Countries: 
a Survey of Theoretical Predictions and 
Empirical Findings,” World Bank Policy Research 
Working Paper 3915, World Bank.

Marjit, S. and Beladi, H. （2003）“Possibility 
or Impossibility of Paradoxes in the Small 
Country Harris-Todaro Framework: a Unifying 
Analysis,” Journal of Development Economics 72

（1）: 379-385.
McCool , T. J . （1982）“Wage Subsidies and 

Distortionary Taxes in a Mobile Capital Harris-
Todaro Model,” Economica 49（193）: 69-79.

Neary, J. P. （1988）“Stability of the Mobile-Capital 
Harris-Todaro Model: Some Further Results,” 

Economica 55（217）: 123-127.
Pham, H. V. （2001）“The Lure of City Lights: A 

Note on Rural-Urban Migration,” University of 
Missouri Working Paper No. 01-04.

Stiglitz, J. （1974）“Alternative Theories of Wage 
Determination and Unemployment in LDC’s: 
The Labor Turnover Model,” The Quarterly 
Journal of Economics 88（2）: 194-227.

Stiglitz, J. （1976）“The Efficiency Wage Hypothesis, 
Surplus Labour, and the Distribution of Income 
in L.D.C.s,” Oxford Economic Papers 28（2）: 
185-207.

Takeuch i ,  N .  （2015）“Recons ider ing  the 
Effect of Economic Development on Urban 
Unemp loyment  under  Nonhomothe t i c 
Preferences,” Economics Bulletin 35（1）: 313-
321.

Temple, J. （2005）“Growth and Wage Inequality in 
a Dual Economy,” Bulletin of Economic Research 
57（2）: 145-169.

Yabuuchi, S. （1998）“Urban Unemployment, 
Factor Accumulation, and Welfare,” Review of 
Development Economics 2（1）: 31-40.

Yabuuchi, S. and Beladi, H. （2001） “Urban Unem-
ployment, Informal Sector and Development 
Policies,” Journal of Economics 74（3）: 301-314.

Yuki, K. （2007）“Urbanization, Informal Sector, 
and Development,” Journal of Development Eco-
nomics 84（1）: 76-103.

薮内繁己 （1998）｢都市における失業と労働移動の
経済分析―ハリス・トダロモデルの最近の展開
について―｣ 柿本純男・薮内繁己編著 『現代貿
易理論の潮流』，33-79，勁草書房。

注
1 　Harris-Todaro モデルの包括的なサーベイに

は，Basu（2003）, Lall et al.（2006），薮内（1998）
らがあげられる。

2 　 元 々 の Harris and Todaro（1970） は， 閉
鎖経済モデルであった。その後，Corden and 
Findlay（1975） が 小 国 経 済 を 前 提 に Harris-
Todaro モデルの明解な幾何学的説明を行って
いる。小国経済の設定は，分析の主眼を生産サ
イドに絞れることや，モデルの取り扱いやすさ
から，多くの Harris-Todaro モデルで適用され
ている。ただし，それほど数多くではないが小
国の仮定を置かず，モデルにおける需要サイド
の役割に注目した研究として，Bhagwati and 
Srinivasan（1974）や Gang and Gangapadhyay

（1985）, Chaudhuri （2000）, Takeuchi（2015）な
どがある。

3 　都市部の賃金水準が硬直的であることの要因
は，様々な先行研究で議論されている。代表的
な要因としては，政府による最低賃金法，労働
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者の転職費用（Stiglitz, 1974），労働組合（Calvo, 
1978），効率賃金仮説（Stiglitz, 1976 など），逆
選抜（Bencivenga and Smith, 1997）などがあ
げられる。

4 　本来，労働者の移動は期待効用に基づいて行
われると考えるのが妥当である。ただし，労働
者の間接効用関数が財価格と賃金水準のみの関
数で，かつ賃金水準に関して線形であれば，両
地域において期待賃金が等しいことと期待効用
が等しいことは同値である。しかし，こうし
た想定は現実から乖離しているように思われ
る。そこで，様々な要因を効用関数に導入した
Harris-Todaro モデルも構築されている。例え
ば，Pham （2001）は農村での工業財へのアク
セスが限られていることが，Issah et al. （2005）
や Chao et al. （2006）は農村と都市の間での公
共財の供給格差が，それぞれ労働移動に影響を
与える理論モデルを構築している。

5 　ここでは都市失業者の賃金水準はゼロと仮定
している。ただし，失業者の生計費がモデル
で記述されている経済活動とは別に外生的に決
定され，なおかつ各部門の賃金決定に影響を
与えないのであれば，そうした生計費を（7）式
で考慮に入れたとしても分析の定性的性質には
影響を与えない。例えば，Corden and Findlay

（1975）は親類者から生存維持分の生計費が入
手可能であると仮定している。しかし，こうし
た想定は現実的ではない。そのため，失業者の
生計を考慮した Harris-Todaro モデル研究も数
多く存在する。代表的なモデルとしては，政府
による失業保険を考慮したモデル（Holmlund 
and Lundborg, 1990； Temple, 2005）や都市イ
ンフォーマル部門に注目したモデル（Fields, 
1975； Gupta, 1993； Yabuuchi and Beladi, 
2001； Chaudhuri, 2000； Chaudhuri et al., 2006）
などがあげられる。しかし，こうしたモデルの
間では失業者の生計費の決まり方をどう想定す
るかによって，得られる結論に大きな差異が生
じてしまう。そこで本稿では経済成長と都市失
業に関する先行研究に従い，失業者の生計費は
ゼロであると仮定する。

6 　Harris-Todaro経済での特殊要素モデルと一般
要素モデルの類似性や差異については，Bhatia

（2001）が詳細に考察している。また，両モデル
の中間に位置する興味深い研究として Choi and 
Yu（2010）は資本が部分的に移動可能なモデル
を構築している。

7 　 比 較 静 学 分 析 で は（7）式 を
と変形してから全微分を行っている。

8 　特殊要素モデルを用いた分析は，多くの先行
研究で同様の議論が紹介されている。その中で
も Choi and Yu（2006）は詳しい。以下の議論
は Choi and Yu（2006）に従うが，本稿での分
析は（1）生産関数に一次同次性を仮定してい

ること，（2）彼らの研究では都市失業者数の変
化については言及されていない，という相違点
がある。

9 　Temple（2005）は「農業部門の生産技術は
労働のみを投入要素とする収穫一定技術である

（つまり ）」と仮定して，Fields（2005）
は「農村部賃金は一定である」と仮定して，そ
れぞれ工業部門での資本蓄積や技術進歩（後述）
が都市失業者数を増加させるという結論を得て
いる。彼らの分析は のケースにあた
る。

10　特殊要素モデルにおける資本の増加の効果に
ついては，様々な先行研究で検証されている。
代表的な研究を上げると，都市失業率の変化に
ついては，Corden and Findlay（1975）がグラ
フを用いて，Choi and Yu（2006）が数式から，
命題 1 と同じ結論を得ている。一方，都市失業
者数については Fields（2005）や Temple（2005）
に記述がある。ただし，両者は農業資本の増加
については命題 1 と同じ結論を得ているが，工
業資本の増加に関して のケースに限っ
て分析を行っており，工業資本の増加が都市失
業者数を増加させるという結論を得ている。生
産量と経済厚生の変化については Choi and Yu

（2006）が数式を用いて同等の命題を得ている。
ただし，Corden and Findlay（1975）は図を用
いて各部門の雇用者数の変化を分析しているた
め，生産量の変化について間接的に命題 1 と同
じ結論を得ている。

11　より正確には Corden and Findlay（1975）が
示したように，両部門の生産関数が一次同次で
ある時，各要素価格と都市失業率は財の相対価
格のみに依存する。ただし，本稿では国際相対
価格の変化について考察を行わないため，これ
らの変数は一意に決定される。

12　労働投入係数 と資本投入係数
を用いて（8）（12）式を書き直すと，

　が得られる。小国開放経済と収穫一定性の仮定
の下では は財の相対価格のみに依存
するため，定数とみなすことができる。この時，

も定数とみなせることから，この体
系は通常の新古典派的貿易モデルと等しく，リ
プチンスキー定理が成立する。

13　Harris-Todaro 経済における包絡線定理の成
立については，Marjit and Beladi（2003）が詳
細に考察している。

14　一般要素モデルにおける資本蓄積の効果につ
いては，Corden and Findlay（1975）が都市失
業率，都市失業者数，生産量に与える影響を分
析し，命題 2 と同様の結論を導出している。た
だし，都市失業者数と生産量の変化に関しては



73要素蓄積，技術進歩と都市失業 － Harris-Todaro モデルによる分析－

図による分析であり，命題が成立するための条
件を「工業部門が資本集約的」としている。し
かし，（28）式から明らかであるように，Corden 
and Findlay が導出した条件はあくまでも十分
条件であり，均衡の安定条件の成立が必要十
分条件である。経済厚生については Beladi and 
Naqvi（1988）が数式を用いて証明をしている。

15　Choi and Yu（2006）は生産関数の一次同次
性を仮定する代わりに を仮定している。
その場合， という本稿とは異なる
結果を得る。しかし，それが以下の議論で問題
になることはない。

16　この時，農業部門では資本と労働の減少が同
時に発生していることに注意したい。

17　資本移動によって長期の均衡が達成されるに
は，均衡の安定性が担保される必要がある。こ
うした理由から，都市失業者数の変化を決定す
るための十分条件に均衡の安定条件の成立が
入っている。

18　これはあくまでも一つの解釈である。増加し
た労働が全て農村を選択した場合でも，農村部
賃金が下落するため，都市への労働移動が生じ，
都市失業率と都市失業者数の増加が生じる。

19　意外なことに，特殊要素モデルにおける労働
増加の効果に言及する研究はあまり見受けられ
ない。Choi and Yu（2006）は付論にて都市失
業率と経済全体の厚生の変化を算出しており，
命題 3 と同じ結論を得ている。

20　一般要素モデルにおける労働増加の効果につ
いては，Corden and Findlay（1975）が都市失
業率，都市失業者数，生産量に与える影響を分
析し，Beladi and Naqvi（1988）が経済全体の
厚生について数式により証明をしている。ただ
し，Corden and Findlay（1975）は，資本蓄積
の時と同様に（注 14 を参照），命題が成立する
ための条件を「工業部門が資本集約的」として
いるが，それは十分条件である。

21　注 17 を参照。
22　命題 5 のうち，都市失業率と各生産量の変化

については，Corden and Findlay（1975）が図
を用いて説明している。都市失業者数について
は，Fields（2005）と Temple（2005）が分析を行っ
ているが，工業技術進歩については を仮
定し，都市失業を短期的に増加させると結論付
けている。また，これらの先行研究では，技術
進歩が労働の限界生産性を上昇させることを暗
黙裡に仮定している。

23　同様の議論を Beladi and Naqvi（1988）は，
要素価格フロンティアを用いて，解説している。

24　注 17 を参照。
25　多くの場合で長期において が成立

しそうである。ただし， が負かつその絶対
値が十分に大きい場合，農業技術進歩によって
農業部門では資本から労働への代替が進み，資

本が農村から都市へと移動する可能性がある。
その場合，工業資本の増大にともない，工業労
働者数は増加するため，都市失業率の低下と失
業者数の増加が同時に生じる可能性がある。

26　ヒックス中立的技術進歩に限れば，Corden 
and Findlay（1975）がグラフを用いて雇用量，
失業者数，失業率，要素価格，生産量の変化
について分析している。さらに，Choi and Yu

（1992）は Corden and Findlay の分析に経済厚
生を加え，数式により技術進歩の効果を分析し
ている。一方，本稿の命題 6 と命題 7（後述）は，
技術進歩の形式を指定していないが，ヒックス
中立的技術進歩では が必ず成
立し，それを考慮すれば，これらの先行研究
と同様の結論を得ている。また，本稿のように
技術進歩の形式を特定しない研究には，Beladi 
and Naqvi（1988）が都市失業率と生産量につ
いて図を用いて同様の結論を得ている。

27　注 17 を参照。
28　注 26 を参照。
29　収穫逓減性の導入は，モデルの構造にいくつ

かの問題をもたらす。第 1 に，農業部門の生産
において利潤が発生する点である。ただし，利
潤が賃金や資本レンタルに上乗せされて分配
されないのであれば，結論に影響を与えない。
第 2 に，収穫逓減技術の下では生産規模を小さ
くするほど，生産性が高まる点である。この
時，要素価格の決定を部門の集計的生産関数を
用いて行うことには疑問が生じる。これらの問
題を解決する一つの方法が，Beladi（1990）や
Yabuuchi（1998）で想定されている土地の導入
である。つまり，生産関数を （こ
こで は土地の投入量を表す）とし， が全て
の投入物に関して一次同次であるとすれば，資
本と労働の規模に関する収穫逓減性を保ったま
ま，上記の 2 つの問題を解決できる。また，こ
うしたモデル設定の背景から，以下で得られる
結論は Beladi（1990）や Yabuuchi（1998）と概
ね同値になる。しかし，本稿では，土地の導入
よりは，規模に対する収穫逓減性の考慮が以降
の結論を得る上で重要であるという観点から，
土地を明示せずに議論を展開する。

30　以下の議論は の成立を仮定している。
しかし，（50）式自体は， の符号に関係なく，
均衡の安定条件さえ満たされれば，常に成立し
ていることに注意したい。なお， の場合，

（51）式の符号を確定できず，都市失業率減少
のメカニズムの解釈は難しい。

31　この条件は，Yabuuchi（1998）が土地を導入
したモデルで得た都市失業減少のための条件と
同値である。

32　土地を考慮したモデルと収穫一定モデルの経
済厚生の変化の大小比較は，Beladi（1990）によっ
て行われており，ここで得られた結論はそれと
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等しい。
33　この条件は，Yabuuchi（1998）が土地を導入

したモデルで得た都市失業者数増加のための条
件と同値である。

34　Yabuuchi（1998）は土地を考慮したモデルを
用いて，労働増加が経済厚生を悪化させる可能
性を述べている。しかし，そうした状況では均
衡の安定条件が成立していない可能性がある。

35　注 32 を参照。
36　命題 8 は，土地を導入したモデルである

Beladi and Naqvi（1988）, Beladi（1990）, 
Yabuuchi（1998）らで得られたのとほぼ同様の
結論である。また，1 人当たりの経済厚生につ
いては，Yabuuchi（1998）と同じ結論を得ている。

37　 動 学 的 Harris-Todaro モ デ ル の 研 究 に は，
Bencivenga and Smith（1997） や Yuki（2007）
などがある。

38　McCool（1982）は，この条件の別の解釈とし
て「工業部門が農業部門より価値的な意味で資
本集約的である」としている。
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Factor Accumulation, Technological Progress and 
Urban Unemployment in the Harris-Todaro model

TAKEUCHI Nobuyuki*

Abstract

 This paper provides the comprehensive survey on the effect of economic growth 

on the Harris-Todaro economy with a few new findings. Through the specific-factor 

model and general-factor model, it is examined how each growth factor, which consists 

of factor accumulation and technological progress, affects the urban unemployment rate, 

its amount and the social welfare in the short run and the long run.

 We reconfirm the effects of factor accumulation which are discussed in the 

previous works: in the short run, while labor growth increases urban unemployment, 

capital accumulation contributes to decreasing it. In the long run, however, the effects 

opposite to the ones established in the short run are obtained, which is often said to 

be “paradoxical”. We also reveal that this “paradoxical” effect in the long run strongly 

relies on the assumption of constant returns to scale in the production technologies. 

Once its assumption relaxed, the model could show the more plausible effects of factor 

accumulations: while capital accumulation decreases the urban unemployment, the labor 

growth increases it.

 In addition, we apply the general form of technological progress to the model and 

rigidly re-examine how the economy is affected by the various type of technological 

progress including non-neutral type of one. We show that in the short run, both the 

technological progress in agricultural sector and that in manufacturing sector decrease the 

urban unemployment rate. In the long run, while the technological progress in agricultural 

sector decreases the urban unemployment, that in manufacturing increases it.

 As for the change of social welfare, it is shown that each growth factor always 

improves the social welfare and that immiserizing growth never occurs in the Harris-

Todaro economy.
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